
市
の
平
成
30
年
度
決
算
が
、
市
議
会
９
月
定
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認
定
さ
れ
ま
し
た
。

皆
さ
ん
か
ら
の
税
金
や
国
、
県
か
ら
の
支
出
金
が
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ

た
の
か
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

入ってくるお金、歳入決算額は154億8,350万円。前
年度から5,220万円増えました。自主財源（市が自主

的に調達し、使途を決められる財源）は繰入金、繰越金
が増えたため前年度に比べて3億8,373万円増えました。
自主財源の根幹をなす市税は533万円減少しています。
一方、依存財源（国・県の交付金や市債）は前年度に比べ
3億3,153万円減少しています。農林関連の補助事業等、
県支出金が6億695万円減少したことが主な要因です。

出ていくお金、歳出決算額は144億 5,861万円。
前年度から492万円減少しています。

このうち義務的経費（必ず必要な支出）では、扶助費
が増え、人件費、公債費が減少しています。
一方、任意的経費（市が任意に使える支出）では幼稚園・
小中学校の冷房設備工事や旧市民会館解体工事、沖郷
地区新保育施設整備事業などが5億 9,460万円増加
し、補助費等が大きく減少しました。

 一般
 会計

特別会計は５会計（うち国保は２勘定）あり、す
べての特別会計で黒字決算となっています。歳

入総額は75億 4,142万円で、前年度より3億7,934
万円 (4.8%) 減少し、歳出総額は71億 3,100万円で、
前年度より3億9,241万円 (5.2%) 減少しています。

　市債　歳入の不足を補うとともに、世代間の公平
性を保つために市が発行する債券、つまり借金です。
市債残高は前年度に比べ8,931万円減りました。

　基金　市の財産の維持や資金を運用するために設
ける財産、つまり貯金です。年度間の財源を調整す
るための財政調整基金や地域振興基金の取り崩しが
大きく、前年度に比べ1億8,457万円減りました。

全ての特別会計で
　　　　黒字決算

市債残高は
　減額傾向

↑

区分 歳入決算額 歳出決算額 差引

国民健康保険（事業勘定） 34 億 6,054 32 億 4,302 2 億 1,752

国民健康保険（施設勘定） 185 185 0

財産区 1 億 559 9,135 1,424

育英事業 1,594 1,406 188

介護保険 36 億 433 34 億 3,164 1 億 7,269

後期高齢者医療 3 億 5,317 3 億 4,908 409

平
成
30
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度
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算
報
告

特別
会計

市債（市の借金）と
基金（市の貯金）

◆問合せ先　財政課財政係
（☎㊵－０２５３）

歳入総額 154 億 8,350 万円

歳出総額 144 億 5,861 万円

歳入歳出差引額  10 億 2,489 万円

単年度収支 　 -1,442 万円

実質単年度収支  -1 億 2,650 万円
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イ
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扶
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↑
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育
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の
一
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概
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近
年
は
高
齢
者
・
障
が
い
者
福
祉
、

子
育
て
政
策
に
必
要
な
「
扶
助
費
」
が

平
成
20
年
度
と
比
べ
る
と
２
倍
近
く
増

加
し
て
い
ま
す
。
引
き
続
き
限
ら
れ
た

財
源
の
中
で
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民
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活
に
直
結
す
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を
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果
的
に
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り
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ま
す
。

歳入は5,220 万増↑ 、
　　　歳出は492万円減

↑
（前年度比）

市の財政状況
を分析

　経常収支比率　
歳出のうち、義務的経費（必ず必要な支出）の比率。
率が低いほど臨時的な財政需要に予算を向けることが
できます。

　実質公債費比率　
標準財政規模に占める市の起債償還金（企業会計や一
部事務組合を含む）の割合。低いほど健全な経営です。

　将来負担比率
標準財政規模に占める、市の借金（地方債、債務負担、
公営企業への負担見込等の合計）の割合。低いほど
将来への負担が少なく済みます。

実質公債化比率（借金返済の割合）は改善
　南陽病院建設などにより将来負担比率は増↑

人件費
22億1,282万円（15.3％）

扶助費
29億2,833万円（20.2％）

公債費
13億8,194万円（9.6％）補助費等

24億1,004万円（16.7％）

物件費
14億9,167万円（10.3％）

繰出金
12億6,676万円（8.8％）

普通建設事業費
15億8,159万円（10.9％）

積立金
8億8,984万円（6.1％）

維持補修費
2億4,047万円（1.7％）

その他
5,515万円（0.4％）

高齢者・障がい者福祉、
子育て支援へのお金

平成 30 年度の一般会計の概要

市の借金が収入の何年分になるか自由に使えるお金の割合

市の収入のうち、どの位返済にあてたか

将来負担比率・実質公債費比率ともに、国
の定める基準を下回っています。
また、すべての公営企業で資金不足はあり
ませんでした。

前年度まで
の繰越金等
を除く

基金への積
立や取り崩
しを除く

（単位は万円）

市税　35億9,460万円（23.2%）地方譲与税／交付金　
 8億3,598万円（5.4%）
　　　

地方交付税　
41億3,495万円（26.7%）

寄附金　　
 3億4,294万円（2.2%）
　　

その他　　
13億6,698万円（8.8%）
　　

分担金/負担金
　1億9,477万円（1.3%）

繰越金　　
 9億6,777万円（6.3%）

使用料/手数料
　1億6,126万円（1.0%）

県支出金　　
10億3,176万円（6.7%）
　　　

市に収めていただく税金。
市民税、固定資産税など

　

市町村が一定の行政
サービスを行えるよう
国が交付するお金

市債　　
11億6,640万円（7.5%）
　　　

国庫支出金　　
16億8,609万円（10.9%）
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歳出
144億
5,861万円


